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2F01 米国における「学際・ 融合研究」の 政策的枠組み 

0 遠藤 悟 ( 東 大国際交流 課 ) 

はじめに 

米国においては 様々な「学際的な」研究振興のための 資金提供が行われているが、 学際研究の概俳は 必ずし 

も 明確に定義されたのもではない。 以下においては、 米国の基礎研究・ 学術研究に対する 中心的な支援機関で 

あ る国立科学財団 (National Science Foundation.NSF) および国立保健研究所 (Nati0nd Institu ぬ B of 

Health-NIH) のプロバラムを 参照しながら 学際研究の概俳、 学際研究振興のための 施策などについて 分析を 

行う。 そしてその上で 米国アカデミー ( 科学アカ ヂミ一 、 工学アカデミー、 医学機構 ) が提示した学際研究を 

生成・発展させる 要因について 分析を加えた 上で学際研究の 様々な概俳についてイメージ 化を試みる。 

    ア宇憶 研究」の 俺念 

いわかる「学際研究」と 言われるものは 一般的に複数の 分野の研究者が 協働することにより 行われる研究を 

指すが、 科学研究の発展過程や 支援機関の政策的枠組みにより 異なった用語が 用いられている。 以下は NSF. 

NIH の諸文書、 米国アカデミー、 米国公共行政アカデミー (Nation 由 AcademyofPublicAdministratio 曳 

以下、 NAPA と表記 ) 等の文書にみられる 学際研究にかかる 用語とその用法であ る。 

0  lntWdisciplinary R ㏄ earch: 「単一の分野や 研究活動の範囲を 超えた根本的な 理解や問題の 解決を促進 

させるため、 複数の分野あ るいは専門的な 知識母体の情報、 データ、 テクニック、 ツール、 視点、 概念及び / 

または理論を 統合し、 個人またはチームにより 行われる研究のモード。 」 ( 米国アカデミ 一報告書市 ac 田 tat 血 g 

In 梶 rdiscipl 血 a 卍 Re ㏄ amh 」 ) 

0 Nultldisciplinary Rese 沖 ch: 複数分野にまたがる 研究という一般的な 意味で用いられることが 多い。 

In 比 rdi ㏄ ipl № a け且 e ㏄ arch が新たな分野の 生成を意味するのに 対し、 Multidi ㏄ ip Ⅱ na Ⅴ㎏㏄ amh は研究 終 

丁役旧来の分野に 復する (L.Tabak,N@ も ① S,NIH) という定義のしかたもあ る。 

0 Cross ㎝ ttin 笘 Research:NSF で複数の局・ 他の連邦政府機関との 間にまたがり 実施されるプロバラム。 

0 Cross Ⅱ isciplinary Research:NSF において Cros ㏄ utt 血 g 、 ln ね rdi ㏄ iplma りの双方と同義で 使用。 

0 Ⅲ 曲 RlSk Research: 一般的に言葉どおりリスクが 高い、 すなむち失敗する 確率が高い研究を 意味する。 

NSF  ではしばしば Sma Ⅱ Grants ゐ rE 和 lora め げ㎏ seamh  ㏄ GER) の対象を High  R 穂 k  Re ㏄ 荻 ・ Ch  と 言 う 。 

0  ExploratoryResearch  : 一般的に「探索的な」研究という 意味で用いられている。 NIH  には、 新たな研究 

活動の発展を 奨励を目的とする E 和 lora め り Re8eamb/Developmen ぬ lRe ㏄ arch  プロバラムがあ る。 

0  lnnovative  mesearch)  :  「革新的な」研究という 意味で用いられるが、 明確な定義は 見当たらない。 

0  TransIaU  ㎝ a@  Research  :NIH  あ 血 ouni 所長が 2 ㏄ 3  年 9  月に示した NIH  Roadmap  の三つの実施分野 

のうちの一つの「臨床研究エンタープライズのリエンジニアリンバ (Re.en 目 nee Ⅱ ngtheC Ⅱ nical 血 ㏄ a ㏄ h 

En ぬ中 Ⅱ㏄ ) 」に基づき、 この translational プロバラムが 設置されている。 分子細胞レベルの 疾病研究を臨床 

レベルの進歩に 結び付けようとするもので、 基礎科学者と 臨床研究者との 間の双方向の 活動が想定されている。 

一 676 一 



0 Tran 軒 om 田 tive Research: NSF の国家科学審議会 (NSB) においてタスクフオースが 設置され、 審議が 

行われている 新たな概念。 従来の「 high, 「 i8kresearch タスクグループ」を 発展させたもの。 

2. ファン チ イングエージェンシ 一による「 羊憶 研究」に対する 支援プロバラム 

NSF 、 NIH は学際的な研究を 振興させるため 数多くの異なったプロバラムを 実施しているが、 以下におい 

ては (1) 革新的な発想を 発掘するためのプロバラム、 (2) NIHRoadmap 、 ほ ついてその概略を 示した。 

(]) 車括 的な 克 % を売払するためのプロバラム 

NSF 、 NIH ともに研究者の 革新的な発想を 支援する比較的小規模のプロバラムがあ る。 NAPA 報告書 

「 NationalScienceFoundatio 田 GovernanceandManagement ぬ rtheFuture 」を参考に双方を 比較した。 

NSF ， Small@Grants@for@Exploratory NIH  E 坤 lomtory の evel 叩 mentmechan 玉 m 

Research@(SGER) 

特徴 小規模、 探索的研究に 対し、 通常プロバラム 通常のグラント (ROl) とは別に新たな 研究活 

0 枠内でプロバラムオフィ サ 一の判断で支援 動を対象としたグラント (R21) を設置 

配分額 上限 10 万ドル、 平均 6 万ドル。 上限 22  万 5000  ドル、 平成 16  万 8000  ドル 

申請・採択 98 年 302 件申請・ 50 件採択， 02 年 323 件申請・ 98 年 936 件申請・ 232 件採択、 02 年 3966 件 

件数 278 件採択 (5% の 総枠 のうち 0 ． 4% のみ利用 )  申請 1085 件採択 ( 全グラントの 6%) 

評価基準 く全 NSF 共通の評価基準 ノ ・卓越性、 アプローチ、 革新性、 研究者、 環境 

・知的メリット (W 『 hat 歪 the intellectual  . 概念的枠組み・ 革新性の程度・ 潜在的な 卓 

merit@of@the@proposed@activity?) 越性 に着目 /R0l の手法や特定の 指標を重視 

・広範なインパクト (W 田 at are the broader せず / 事前データはなくても 可 / 仮説に墓 づ 

impacts@of@the@proposed@activity?) く 必要性はない ( プロバラムにより 異なる ) 

NAPAA の 評 一般のグラント 申請と同様の 手順のため、 夏 池 の プロバラム (R0l など ) と異なった トラ 

価 に 革新的・ハイリスク 研究であ るか決定困難 ック であ り、 革新的研究がより 明白となる 

(2) NlH Roa 而叩 

NIHRoadmap は「新たな発見への 道筋」「未来への 研究チーム」「臨床研究エンタープライズの りェ ンジ 二 

アリング」の 三つの実施分野により 構成される。 このうち、 「未来への研究チーム」には「学際研究」、 「高い 

リスクの研究一所長パイオニア 賞 」、 「公的部門一民間部門連携」といった 施策が含まれる。 申憶 研究は伝統的 

な 分野間の組織的障壁を 低めることを 目的としたプロバラムで、 科学者のトレーニンバ、 先進的分野に 特化し 

たセンタ一の 創設、 補完的な資金配分、 生命科学と物理科学が 協働する学術会合の 計画、 が含まれる。 苗 い り 

スク の研究一所 丑 パイオニア交は R0l における研究者主導型の ピ プレビュー・アドバイザリーカウンシルの 

システムに追加的に 設けられたハイリスク・ハイインパクトの 研究を支援する 賞であ る。 初年度には 約 10 ㏄ 

件の提案があ り、 外部評価者の 多面的な評価により 9 件に対し直接経費年間 50 万ドルが 5 年間にわたり 支払 

われることになった。 DARPA をモデルにしたとも 言われている。 

3. 「 羊臆 研究」の生成要因と 攻簾内枠 % み ( アカデミ一報告 ヰの検村 ) 

米国アカデミーは 報告書「 Facultat 田 gInterdlscip Ⅱ na ワ Research 」を作成し、 学際研究に関し 幅広い検討 
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結果を示しているが、 第 2 章においては、 「学際研究の 要因」として 学際研究の定義づけと 学際研究が生成す 

る要因について 検討を行っているが、 生成要因については 以下の四点にまとめている。 

0 社会的 ユーズの 解決 (The Need to 師 lve 助 cietal Pr ぬ lem 威 

環境汚染など 科学技術的な 解決が求められる 社会的問題の 解決や疾病治療・ 健康改善など ( 例     がん研究 ) 

0 技 街の新反目の 寄与 (m6 S ⅡⅢ 1u6 of ㏄ neraUve Technologies) 

新技術の開発の 結果としての 既存の分野の 変容や新たな 分野の発生 ( 例     顕微鏡の開発による 分子生物学 ) 

0 自益・社会の 使桂枝という 本打 (The lnherent Ⅸ 梓卸 exity of Natu ㏄ and Society) 

気候など無数の 要因を持つ対象 やヒト に関する根源的な 問題など本質的に 複雑なもの ( 何     気候変動 ) 

0 既存分井の中曲面の 垂 硅 研究 擦崇 ( 丁 he  W  ;ve  to  ExpIo ㏄ Basic  Resoarch  Pr め Ⅰ㎝ S  at  the  Int0rfaceS  0f 

Discipline め 探求すべき課題が、 既存の分野や 研究組織の中間あ るいは空白部分にあ る場合 ( 例 : 認知科学 ) 

これら米国アカデミーが 提示する学際研究の 生成要因は、 研究活動に関する 外務的な要因 ( 社会的ニーズの 

解決、 技術の新展開の 寄与 ) および内発的な 要因 ( 自然・社会の 複雑性という 本質、 既存分野の中間面の 探索 ) 

の 二 つに 分類することが 可能と考えられる。 これまでの研究政策論議は「技術の 新展開の寄与」を 所与のもの 

とし、 内発的要因であ る「自然・社会の 複雑性という 本質」や「既存分野の 中間面の基礎研究探索」に 関心が 

寄せられてきたといえるが、 近年「社会的ニーズの 解決」に目を 向けた論議が 展開されている。 すな む ち、 

Donald E. Stokes の「パスツールの 四象限 : 基礎科学と技術的イノベーション」における「利用に 触発され 

た 基礎研究」、 様々なプル理研究開発の 提案、 そして競争力評議会「 Innova ね Ame 「 hCa! 」における イ / ベーシ 

ョンェ コシステムに 示された「需要 ( 社会的価値を 付与されたアウトプット ) 」などがその 例であ る。 

次 章においてはこれら 従来の内発的要因を 主眼においた 研究政策論議と 近年の需要を 中心とした 外発 的要 

因 に関する論議の 双方をアカデミ 一報告書に示す 四 要因に基づきイメージ 化を試みる。 

4. 手前研究の生成・ 尭屈造程の イメージ化 

本稿における 学際研究の生成・ 発展過程のイメージ 化は、 やや無理のあ ることを承知で 縦軸に「社会的環境 

( 外発 的要因 ) 」を、 横軸に「研究モード ( 内発的要因 ) 」を設定した。 なお、 縦軸 ( 外孫的要因 ) は上方に向 

か さほど価値が 高まるが、 横軸 ( 内発的要因 ) の位置は価値判断の 対象とはならない。 

社会的環境の 要素 ( 縦軸 ) の 例 ( 指標は各要素により 異なる ) 研究モード ( 横軸 ) の 例 

供給 ( 押し上げる要因 ) 需要 ( 引き上げる要因 ) 探求型 発展型 

技術発展、 R&D 支出増 経済発展、 知的好奇心の 充足、 個人研究 グループ研究 

防災、 疾病治療・予防 ボトムアップ トップダウン 

( 競争力評議会「 InnovateAme Ⅱ ca! 」の 例 ) Reductionism Constructionism 

技能、 知識、 リスク資本、 質、 安全、 カスタマイゼーショ 小規模グラント 研究 大規模グラント 研究 

マネジメント、 技術、 研究 ン 、 利便性、 効率性、 デザイン 

以下は学際研究の 生成と発展の 要因を示したものであ る。 従来は社会的な 関連性の薄い 探求型から出発し 社 

会的価値を有する 発展型の研究へ 至るプロセス (A) が一般的であ った。 米国アカ ヂミ一は 学際研究の生成・ 

発展要因として、 技術的展開の 寄与等 (B) 、 社会的ニーズの 解決 (C) 、 自然・社会の 複雑性という 本質 (D) 、 

既存分野の中間面の 基礎研究探索 (E) の四つ る 挙げているが、 それをイメージ 化したものが 以下であ る。 
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A. 従来型の研究発 
展 の イメージ ( この 

来日アカデミ 一報告言における 学技研究を生成・ 尭屈 させる四つの 要因 

社会的 醸境 における要因 研究モードにおける 要因 

摂が 途切れるとⅠ 死 
0 合Ⅰが現れる ) 

B. 供拾 サイドの要因 C. 需要サイドの 要因 D. 尭 屈狸 

社会的環境 社会的環境 社会的環境 

E. 操 水理または交接 型 

  

9 千 ヲヒ モード   研究モード モヲ千 9% モード 

F  .  lnte 「 dl ㏄ lpll ㏄ け 
Res ㏄Ⅰ 梼 半裸研究 (lnterdisciplinaryResearch)(F) は、 「複数の G  C . Ⅱ ダ 088 ttldlSclP@lna ㎝土 tl ㏄ R ㏄㏄ 「 y  ァ Re6 Ch ㏄「 Ch/ 
社会的環境 分野あ るいは専門的な 知識母体の情報、 データ、 テクニック、 社会的環境 

、 ソール、 視点、 概念及び / または理論を 統合し ( アカデミー   砕 

報告書 ) 」と定義されており、 旧来の研究分野から 社会的環境     
      

成する。 これに対し、 Crosscutting  Re8earch やⅢ lti- と 研究スタイルのいずれにおいても 変容 し、 新たな分野が 生                                                                                                                   巨   
研究モード 

H. Tr 抽引珪 i n 引 

Re8 ㏄ ァ囲 

社会的環境 

          臣                   
  

  
  

d 憶 ciplinaryResearch  (G  ) は複数分野にわたる 研究であ り 

mf 究 モード   

研究分野としては 旧来のものが 保持される。 

NIH  Roadmap  における Translationa@  Re ㏄ arch  (H  )  は、 疾病治療という 社会 

的 目的を持って 行われる研究で、 基礎研究のトラックから 臨床研究という 社会的価 

値の高いレベルに 移行させようとするものであ る。 このような縦方向への 変容は 、 

近年盛んに論議されている「需要サイド」を 重視した学際研究も 該当する。 

Hi め Risk Research ( I ) は研究モードを 大きく変容させるという 意味から、 こ 

の イメージ化においては 横方向 ( 多くの場合は 右方向一発展的 ) に移動することと 

した。 旧来の分野との 関係あ るいは社会的な 位置づけなどが 明確でな い ため、 定義 

研究モード づけや適切なプロバラムの 設定が困難となっていると 言われている。 

J ・ Transfomative 
NSF(NSB) において検討が 行われているⅡ ansfo 「 正 - 

I. Hi め R 下 k 

R Ⅰ 8 ㏄ ァ ch R も 棚 rGh 卸 ve  Research  (J  )  は、 この研究モードの 変化を明らか 
社会的環境 

にし Hig Ⅱ RiskRe ㏄ arch の問題点を解消することにより 

  まとめ 

0 学際研究に冠する 言葉は いくっ も見られ、 それぞれ 意 

研究モード   研究モード 味を持つが、 必ずしも明確に 定義されたものではない。 

0 小規模グラントによる「革新的研究」支援は 必ずしも有効に 機能しているとは 言えない。 

0 学際研究の生成・ 発展は、 社会的環境と 研究モードの 双方にその要因を 求めることができる。 

0 需要に起因する 学際研究は近年関心が 高まり、 支援も拡充しっ っ あ る。 これに対し研究モードに 関する学際 

研究は永く論議されてきたが、 未だ政策論においても 施策面においても 確立したとは 言いがたい。 
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